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○白岡市既存建築物耐震シェルター設置補助金交付要綱  

（趣旨） 

第１条 市は、市民が安全に安心して生活できるよう、地震による木造住

宅の倒壊から居住者の生命を守るため、当該住宅内に耐震シェルターを

設置する所有者等に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。  

２ 前項の補助金の交付に関しては、白岡市補助金等の交付手続等に関す

る規則（平成１０年白岡市規則第１号。以下「規則」という。）に規定

するもののほか、この告示に定めるところによる。  

（定義） 

第２条 この告示において、「耐震シェルター」とは、既存木造住宅内に

設置し、地震により当該木造住宅が倒壊した場合に、安全な空間を確保

することで居住者の生命を守る装置であって、市長が別に定めるものを

いう。 

（補助の対象となる耐震シェルター及び要件） 

第３条 補助対象となる耐震シェルターは、白岡市既存建築物耐震診断補

助金交付要綱（平成２０年白岡町告示第７９号）による耐震診断を実施

した結果、安全性の上部構造評点が１．０未満又は地盤若しくは基礎が

安全でないと判定された建築物（以下「補助対象木造住宅」という。）

の１階部分に設置するものとする。 

（補助金の交付対象者） 

第４条 補助金の交付を受けることができる者は、次のいずれにも該当す

るものとする。 

⑴ 市税を滞納していないこと。 

⑵ 当該補助対象木造住宅に居住していること。 

⑶ 耐震シェルターを設置する補助対象木造住宅の所有者又はその２親

等以内の親族であること。 

（補助金の交付額等） 

第５条 補助金の交付額は、耐震シェルターの購入及び設置に要する費用

（１，０００円未満の端数は切り捨てる。）とする。ただし、１５万円

を限度とする。 

（補助の制限） 

第６条 補助金の交付は、補助対象木造住宅１棟につき１回限りとする。  

２ 補助金の交付は、予算の範囲内で行うものとする。  
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（補助金の交付申請） 

第７条 規則第６条第１項の申請書の様式は、様式第１号の白岡市既存建

築物耐震シェルター設置補助金交付申請書のとおりとする。  

２ 前項の申請書の提出期限は、当該耐震シェルターの購入及び設置に係

る契約の締結前とする。 

３ 規則第６条第２項第１号及び第２号に掲げる事項に係る書類の添付は

要しないものとし、同項第３号に規定する市長の定める事項は、次のと

おりとする。 

⑴ 補助対象木造住宅の建築確認通知書の写し又は建築時期が確認でき

る書類 

⑵ 当該補助対象木造住宅に申請者が居住していることが確認できる書

類 

⑶ 補助対象木造住宅の所有者が確認できる書類 

⑷ 耐震診断結果書の写し 

⑸ 耐震シェルターを設置しようとする補助対象木造住宅の設計図（耐

震シェルターの設置場所を表示したもの） 

⑹ 耐震シェルターの購入及び設置に要する費用の見積書の写し  

⑺ 申請者以外の補助対象木造住宅の所有者全員が耐震シェルターの購

入及び設置に同意する旨の記載のある書面 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

（交付決定通知の様式） 

第８条 規則第９条第１項の交付決定通知書の様式は、様式第２号の白岡

市既存建築物耐震シェルター設置補助金交付決定通知書のとおりとする。 

（耐震シェルター設置の変更又は中止） 

第９条 前条の規定により補助金の交付決定通知を受けた者（以下「補助

対象者」という。）は、耐震シェルターに係る補助金の交付の申請の内

容を変更しようとするとき（軽微な変更で、費用に変更が生じないもの

を除く。）は、様式第３号の白岡市既存建築物耐震シェルター設置補助

金変更承認申請書に当該変更に係る書類を添付して市長に提出し、承認

を得なければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合には、速やかに審査を行い、

変更内容がこの告示の目的及び規定に適合していると認めたときは、様

式第４号の白岡市既存建築物耐震シェルター設置補助金変更通知書によ
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り、当該申請者に通知するものとする。 

３ 補助対象者は、やむを得ない事情により耐震シェルターの設置を中止

するときは、速やかに様式第５号の白岡市既存建築物耐震シェルター設

置補助金交付辞退届により市長に届け出なければならない。  

（実績報告書の様式等） 

第１０条 規則第１５条の実績報告書の様式は、様式第６号の白岡市既存

建築物耐震シェルター設置補助金交付実績報告書のとおりとする。  

２ 前項の実績報告書の提出期限は、当該会計年度の３月１０日までとす

る。ただし、同日までに耐震シェルターの設置が完了しないことについ

て合理的な理由があると市長が認める場合は、この限りではない。  

３ 規則第１５条第１号及び第２号に掲げる事項に係る書類の添付は要し

ないものとし、同条第３号に規定する市長が必要と認める事項は、次の

とおりとする。 

⑴ 耐震シェルターの設置完了が確認できる写真 

⑵ 耐震シェルターの購入及び設置に係る契約書等の写し  

⑶ 耐震シェルターの購入及び設置に要した費用に係る内訳書及び領収

書の写し 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１１条 規則第１６条の規定による補助金額の確定通知書は、様式第７

号の白岡市既存建築物耐震シェルター設置補助金交付額確定通知書のと

おりとする。 

（補助金の交付請求） 

第１２条 補助対象者は、前条の通知を受けたときは、様式第８号の白岡

市既存建築物耐震シェルター設置補助金交付請求書を市長に提出しなけ

ればならない。 

（補助金の返還） 

第１３条 規則第２０条第１項の規定による補助金の返還請求書の様式は、

様式第９号の白岡市既存建築物耐震シェルター設置補助金返還請求書の

とおりとする。 

（書類の整備） 

第１４条 補助対象者は、補助金の対象となった耐震シェルターの購入及

び設置に係る収入及び支出を明らかにした帳簿等の書類を整備し、５年
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間保存しなければならない。 

（その他） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項

は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、平成２７年４月１日から施行する。  

附 則（令和３年１２月２７日告示第２３１号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和４年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、この告示による改正前の白岡市既存建築物耐震

シェルター設置補助金交付要綱の様式の規定により作成された用紙で、

現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。  

附 則（令和８年３月３１日告示第７７号） 

この告示は、令和８年４月１日から施行する。  


